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＜概要＞小樽商科大学では2020年2月に教学IR室を設置し、本格的なIRの取り組みを開始した。

効率的かつ効果的なIRを推進するためには、学内データを統合しそれらを効果的に利用するデー

タ基盤が必要である。ここでは本学における「IRシステム」の機能や構成、構築方法について述

べるとともに、その成果や副次的に得られた大学運営のDXに向けた動きについて報告する。 
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1. はじめに 
小樽商科大学は2020年2月に教学IR室を設

置し、専任の担当教員を配置して本格的なIR
の取り組みを開始した。教学IR室の機能や役

割はそれぞれの大学の状況や課題によって

様々であり、本学においても現在進行形で試行

錯誤を繰り返しながらIRのあり方を模索して

いるが、その中で重点的に取り組んできたのが

学内データ統合とそれを有効に活用する（シス

テム・組織・人的）基盤の構築と整備である。 
効果的かつ効率的なIRを推進するためには、

学内の各種データを横断的に把握し、統合的に

利用する必要がある。今日の大学では、教務シ

ステムやLMS、就職支援システムなど、大学運

営業務や教育活動に各種情報システムが導入

されており、そこに様々なデータが蓄積されて

いる。またこれらのシステムの外側でも、日々

の業務において有用なデータが生成され、職員

のPCや共有フォルダに蓄積、利用されている。 
しかし、これらのシステムやデータは主に特

定の業務を遂行するために利用されているだ

けで、大学全体としての「情報資源」とは捉え

られておらず統合的かつ効率的な管理や分析、

活用がなされていない。IRの役割の1つとして、

これらのデータを統合的に把握し、大学運営や

教学の改善のために有効に活用するための基

盤整備とデータマネジメントが挙げられる。 
そこで新たに設置された教学IR室では、学

内に散在するデータの所在や内容、管理状況を

把握し、これらを一元的に集約して活用するた

めの規定や組織的な仕組み、データを集約し蓄

積する統合型データベースやETLシステムの

構築、効率的に分析や情報提供するため仕組み

づくりなど、効率的かつ効果的なIRのための

基盤整備を進めている。本報告ではこれらの取

り組みのうち、主に情報システムとしてのIR
システムの構築について報告するとともに、統

合型データベースを軸とした効率的なIRや事

務組織の業務における、いわゆるDXを見据え

た取り組み事例について報告する。 

2. IRシステムの構築 
効率的かつ効果的なIRを推進するために、

学内のデータを集約、蓄積、管理するデータベ

ース、およびデータベースを中心とした分析、

情報提供、データ連携等の一連のシステムを組

み合わせた統合的な情報システムの必要性は、

例えば浅野（2016）、高田・大石・森（2015）、
藤原・大野（2015）、松田（2014）などが指摘

するように、論を俟たない。本学においてもこ

れらの先行研究と問題意識を共有しながら、

IRを推進するためのデータ基盤として、学内

データを集約する統合型データベースを核と

した「IRシステム」の開発を進めている。 

(1) IRシステムの構築における課題 
一般に情報システムの導入・構築には多大な

コストや専門的な知識と技術を要する。IRに

関連したシステムの導入や運用のコストにつ

いて言及したものはあまりみられないが、藤

原・大野（前掲）は米国の大学横断的なIR用デ

ータベースシステムの事例として多大な構築・

運用コストに言及している。また、米国ではデ

ータベースシステムそのものの構築や運用は

IT部門が担い、IR部門はそれを「使いこなす」

側であることが一般的であると述べているよ

うに、IRの基盤となる情報システムそのもの

の構築や運用はIT部門の役割である。 
IRを先進的に進めている米国ように、大学

が組織としてIRのための統合的な情報システ

ムの必要性や導入の効果を認識していれば、シ

ステム構築の予算や人員、体制の確保は当然の

こことして行われると考えられる。他方で、IR
の概念や役割が十分に定着していない日本の

大学ではそのような理解が得られる段階には

なく、いきなり「IR」の文脈で情報システムに

大規模な投資を行うことは難しい。特に、本学

のような財政状況の厳しい地方の小規模国立

  *1  Nishide, Takashi: 小樽商科大学  e-mail=nishide@res.otaru-uc.ac.jp 



大学においては、IRの専任教員を配置するだ

けでも大きな決断であり、統合型データベース

などの情報システムを構築するための十分な

予算の確保が難しいという現実がある1。この

ようなIRにおける情報システム導入や運用の

コストの問題は、一部の大規模な総合大学など

を除けば多くの大学が同じような状況に置か

れていると考えられる。 
また本学のIT部門は規模が小さく、主にネッ

トワーク基盤の保守と運用が中心で機能が限

定されており、学務や人事、財務系のシステム

はそれぞれの担当部署が個別にシステムを導

入しているため、学内システムの全体像を把握

している部門がなく、技術的な支援をIT部門に

期待することはできない状況にある。 
予算や技術的な課題とともに、データへのア

クセスや取得について、規定や部署間の調整等

においても課題がある。IRシステムに自動的

にデータを取得・連携する仕組みを構築するた

めには、各部署から必要に応じて逐一データを

提供してもらう場合と異なり、IRから直接的

に各部署が管理するデータにアクセスする必

要がある。本学の場合、学内の各種データに明

確な所属や利用権限が規定されているわけで

はないが、データを所管する部署は定められて

おり、慣例的にデータの利用や他部署への提供

は管轄の部署が逐一判断している。そのため、

IRのデータアクセス権限や範囲などに関する

規定の整備や、利用における手続き等に関して

所管の部署への説明や調整も必要である。 

(2) システムの構成と構築方法 
以上のように、主に予算制約から商用製品の

導入や開発の外部委託が難しいことから、実証

実験の位置づけで教学IR室が自前でシステム

の開発を行った。システムの構成としては、機

能ごとにいくつかのサブシステムに分割し、そ

れぞれについてオープンソース製品や学内の

既存資源を組み合わせて実装し、全体として

「IRシステム」を構成することとした2。 
 

1 新型コロナウイルス感染症対策の影響で2020年度当初は人件費を除き教学IR室に予算は割り当てられておら

ず、その後の調整で30万円の予算が割り当てられた。 
2 ハードウェアについては予算内で最大限のスペックのPCを1台調達し、仮想基盤を構築して複数の仮想マシン

上にシステムを構築した。仮想マシン構成としたのは、個々に物理マシンを用意する予算がとれなかったという

事情もあるが、大学で仮想基盤にサーバを統合する動きがあり、そちらへの移行も視野に入れた判断でもある。 
3 ETLとは「Extract（抽出）」「Transform（変換）」「Load（格納）」の頭文字で、データソースからデー

タを抽出し、必要に応じてデータを変換・加工し、目的のデータベース等にデータを格納する一連の作業を自動

的、定型的に処理するソフトウェアがETLツールである。 
4 Pentaho Data Integrationとは、Hitachi Vantaraが開発しオープンソースソフトウェアとして公開している統

合的なBI（Business Intelligence）ツール「Pentaho」の一部で、ETLを担うソフトウェアである。Pentahoは
ETLの他に、OLAP（OnLine Analytical Processing）、レポート生成、ダッシュボード構築、データマイニン

グ等の包括的な機能を有している。https://sourceforge.net/projects/pentaho/ 

システム開発を自前で行うことで、システム

の導入や構築の予算の側面だけを見れば大幅

にコストを抑えることができる。他方で、情報

システムの構築や運用を教学IR室自身で担う

必要があることや、そのための専門知識や技術

を有する担当者に属人的に運用が依存するこ

となどが課題として挙げられる。この点につい

ては、ここで開発したシステムはあくまで実証

実験であり、一定の段階でシステム導入による

成果や効果を検証したうえで、改めて予算化や

組織的な位置づけを検討することを視野に入

れておく必要があるだろう。 
このようなアプローチは、事前に詳細な計画

を作成したうえで全体のシステム開発を行う

のではなく、アイディアやコンセプトを素早く

形にし、成果や課題を洗い出して改善や修正を

繰り返していく、いわゆる「リーンスタートア

ップ」ないしは「スモールスタート」の方法論

と軌を一にするといえる。組織にIRが十分に

浸透していない段階では、何らかの根拠や見通

しがなければ大学としても多大なコストを要

するシステム開発に投資をする判断ができな

い。教学IR室の立ち上げ段階では、実績を示し

ながらIRを根付かせる必要があり、妥当性の

高いアプローチだといえるだろう。 
以上を踏まえてIRシステムの構成を具体的

に示す。システムの機能は大きく①データ取得、

②データ蓄積、③データ分析、④情報提供に分

けられる。 
①データ取得は、学内に散在するデータを取

得し、必要に応じて加工しIRのデータベース

に投入する段階までの機能で、いわゆるETL3

である。ここではオープンソースソフトウェア

として提供され無償で利用できる「Pentaho 
Data Integration（Community Edition）4」を

利用している。GUIによってデータベース接続

からデータの加工、整形、データ投入などを直

感的に設定することができる。無償版では設定

のバージョン管理や定時実行など一部の機能



は利用できないが、不足する機能はOSの定時

実行機能などで代替することで、自動的にデー

タを取得する基盤を構築している。 
学内の主要なデータは学務システムなどに

蓄積されているため、担当部署と調整しシステ

ムベンダーの協力を得てETLでデータベース

から直接データが取得できるようになってい

る。また職員のPCや共有フォルダ等に蓄積さ

れているExcelやCSV形式のデータについて

は、形式や保管場所について取り決め、自動的

にデータを取得する仕組みを作っている。また、

そのために必要なデータの管理や処理方法の

アドバイス等も合わせて行っている。 
データ取得の手続きや調整については大学

執行部の承認を得て、規定整備の議論と並行し

て副学長を兼ねる教学IR室長のリーダーシッ

プの下に、教務担当副学長などの協力を得なが

ら部署間調整等を行い、学務システムへの接続

や各種データの取得を先行して進めた。このよ

うな柔軟な対応は小規模な組織ならではのア

プローチであるが、他方で業務が属人的になっ

たり責任の所在があいまいになりやすいとい

う問題をはらむ。実践が先行する形になってい

るが、一定の段階で課題をフィードバックして

規定や手続きを整備する必要があるといえる。 
②データ蓄積の中心は、データベースシステ

ムである。大半のデータが二次元の表形式であ

ることからオープンソースのリレーショナル

データベースであるPostgreSQLを用いて構築

した。IR側ではオリジナルのデータを一切保

持せず、各部署が管理するデータソースや各種

システムのデータベースからETLでデータを

投入する形に一元化し、データ集約を効率化す

るとともに管理の責任を明確化している。また、

任意の時点の学籍状態を復元したり、語学検定

のスコアのように学生ごとに複数のレコード

が存在するデータから最高点や最新のデータ

のみを抽出するなど、分析やデータ抽出に必要

な関数や仮想テーブルを用意している。 
③データ分析の機能は、主にIR担当者など

が分析を行う環境全般を指している。専門的な

分析を行う人に対してはRstudio Serverを用

意して共通の分析環境を整え、データベースか

ら直接データを取り込み報告書の生成までを

一貫して実施できるようになっている。また、

BIツールをデータベースに接続できるように

し、最新のデータを用いて可視化や簡単な分析

ができる環境を用意している。現在は、BIツー

ルの利用講習を一部の職員向けに実施してい

る段階である。 

④情報提供は様々な形が考えられるが、IR
システムからの直接的な出力という点では、デ

ータベースに蓄積された最新のデータを用い

たWebベースのオンデマンド自動集計レポー

トの仕組みを構築している。構築にはPentaho 
Serverを利用し、データベースからあらかじめ

設定した形式で集計し、PDFやExcel等の形式

で提供するようになっている。レポートには、

年度や学年などいくつかパラメータを与える

こともでき、それに応じて集計対象などを切り

替えることもできる。学生数の集計やGPAの

分布など、定型的で利用頻度が高いものから開

発を進めているが、個別の依頼を受けて行った

分析や集計で利用頻度が高いと判断したもの

についても、定型化して自動集計レポートとし

て提供している。 
Pentaho ServerはIT部門の協力の下に大学

の認証基盤と連携しており、各ユーザは自分の

IDとパスワードで自動集計レポートを閲覧で

き、各レポートへのアクセス権限はユーザごと

に設定できる。現時点では元のデータソースに

アクセスできる事務職員の一部に試行的に提

供し動作等の検証を進めている。 
これらの他にIRシステムの一部を構成する

ものとして、Webアンケートシステムや外部へ

の情報発信用のWebサーバなども整備してい

る。このように、入力から整理、蓄積、出力ま

でのIRにおける一連のデータの流れを統合的

にマネジメントできる情報基盤を、既存の資源

やオープンソース製品を適宜組み合わせなが

ら分散的に構築し、情報システムの必要性や効

果の実証と同時に、IRや学内のデータマネジ

メント体制の構築を進めている。 

3. データ基盤構築の成果と事務組織のDX 
本稿の執筆時点でIRシステムには成績や履

修情報などの教務データや学籍情報、進路デー

タなどの主要データが連携され、常に最新のデ

ータを利用することが可能になっている。これ

によって定型的な集計やデータを自動集計レ

ポートとして提供し必要な職員が随時利用し

ている。従来は必要な時に逐一集計していたも

のが自動化されることで、業務の効率化に結び

ついている。教学IR室が行う分析でも最新の

データをデータベースから直接抽出できるた

め、複雑な条件でも迅速に分析データを用意す

ることが可能になるとともに、データの取得に

おける手続きや担当部署の負担も大幅に軽減

された。一例を挙げると、新型コロナウイルス

感染症危機対策本部からのオンライン授業に

関する成績への影響の検証の指示に対して、当



日中に必要なデータを抽出し、全体的な傾向を

可視化した資料を事務局に提示して検証の方

向性について打ち合わせを行い、次週の危機対

策本部会議で報告するなど、迅速かつ適時的な

IR活動の基盤として有効に機能している。 
IRシステムの構築による効率化は、副次的

に教学IR室以外の部署の業務にも影響を与え

つつある。教学IR室が設置されたことで、これ

まで各部署で会議資料等を作成するために行

っていたデータの集計や分析に関する相談や

依頼が寄せられるようになったが、一連のIR
システムを整備したことで、データの抽出や加

工、集計、分析等に迅速に対応できるようにな

った。このことが、各部署の職員におけるデー

タの生成や管理、処理方法に対する意識を変え

るきっかけになりつつある。例えば、年度ごと

に業務システムからデータを抽出し定型的に

集計しているデータを自動集計レポートで提

供したり、多大な手間と時間をかけていた集計

をIRが迅速に処理し見栄えのよいレポートを

返却していくうちに、普段の業務の効率化につ

いての現場の職員の意識が大きく変わってき

た。すなわち、同じ成果物を生成するための手

間や時間を強く意識するようになった。 
このことは、学内のデータマネジメントの改

善や体制の確立、ひいては昨今話題となってい

るDX（デジタル・トランスフォーメーション）

の契機となると考えられる。 
大学組織においても早い段階で基幹的な業

務には情報システムが導入され、デジタル化に

よる効率化が進んでいる。ただし、これは成績

管理や履修登録などの特定の業務において手

続きや処理が明確に定義されている場合であ

る。他方で、状況に応じて求められるデータの

処理や集計はシステム化するほど要件が確定

できなかったりコストをかけられず、非効率な

まま手作業で処理される業務が数多くみられ

る。これは、従来の紙ベースの業務を「digitiz
ation」しているが、デジタルデータの有効利

用がなされておらず「digitalization」に至って

いないことが、大きな要因だと考えられる（今

井, 2020）。教学IR室が示したデータ管理や処

理方法のあり方は、いわば業務におけるデータ

活用の「digitalization」の方向性を示すものだ

といえるかもしれない。それが職員の問題意識

に合致しDXへの一つの契機となりつつある。 

3. むすびにかえて 
ここでは教学IR室のデータ基盤構築と、そ

の成果や事務組織の職員の意識の変化という

派生的な影響について述べてきた。本来のDX

が意味するところは、単なるICTの有効活用を

超えたデジタル化による本質的な価値の創造

や転換だとされるが（令和元年度版情報通信白

書）、空疎な物語の前に既存のICTとデータを

最大限に活用できる組織基盤は欠かせないだ

ろう。その意味で、教学IR室のデータ基盤構築

はDXそのものというわけではないが、効率的

なIRの推進とともに、組織のDXに向けた足回

りを支える重要な取り組みであるといえる。 
またこのような取り組みに呼応して、事務組

織を中心に効率化やDXの問題意識が共有され

つつあり、こうした職員を中心に2021年5月か

らIR室が協力してデータマネジメントや可視

化、分析等に関する勉強会が立ち上がるなど

DXに向けた業務改善の機運が高まっており、

単なるシステム構築以上の効果が表れている。 
IRの導入においては、とかく分析機能に注

目されがちであるが、その機能を十分に発揮す

るためには組織全体のデータマネジメントが

欠かせない。データマネジメントは本質的には

業務プロセスそのものであることを考えれば、

IRの導入は単に調査・分析の専門部署の設置

を意味するのではなく、組織構造や大学運営業

務の根本的な改革をともなうものであるとい

う視点が必要である。その意味では、IRシステ

ムの構築を通したデータの棚卸しや方法論の

提示が、本学におけるIRの浸透とDXへの契機

になったといえるだろう。 
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